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政策評価の概念および手法に関する一考察

一中小企業政策の評価を念頭においてー

中　川　利　香

1 。 はじ め に

政府によって実施されるさまざまな政策の原資は国民の税金である。よって、政府は政策の効果

を特定し、計測し、それを評価して国民に説明する義務を負う。評価の結果、問題があるとされた

なら、政策の再考が求められるだろう。問題を解決する策を講じて政策を継続させるのか、政策を

中止するのかという決断しなければならない時もあるかもし れない。このように 政府はあらゆる

政策の内容のみならず効果についても説明責任を果たすことが求められる。

ところが、政策の効果を計測して評価することは、それほど簡単ではない。その理由は第1 に、

政策を実施していなかったら何が起こっていたかという状況を正確に把握することができないから

である。いちど政策を実施したら、実施していない状況を再現することはできない。よって、政策

の実施前後を比較することは不可能である。第2 に 政策実施後に何等かの変化が起こったとして

も、それが純粋な政策の効果であると断言することができないからである。他の要因の影響を受け

た可能性を排除することは極めて難しい。このように、政策評価の必要性が高まっているにもかか

わらず、技術的な困難がともなう。

このような事情がある中、先進国ではさまざまな工夫を施しながら政策評価を行ってきた。以上

のような背景を踏まえ、本稿は政策評価の手法に関する先行研究を整理することを目的とする。政

策評価の歴史は1600年代まで遡ることができるといわれているが、さまざまな理由から現在に至る

まで評価手法が確立されたとはいえない状況にあることを明らかにする。

本稿の構成は次の通りである。2 では政策評価の議論を整理する。ここでは、政策評価の歴史お

よび概念をまとめる。政策評価とは、プログラムの評価を意味することを明らかにする。　3ではプ

ログラム評価の手法について述べる。実務面では政策の目的によって評価の手法が異なっているこ

とを説明する。また、定量的手法ではバイアスをいかに排除するかが重要であるが、その手法で把

握できない部分については定性的手法で補うことが必要となる。さらに、評価にはトレードオフが
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あることを指摘する。4 では、評価対象の焦点を中小企業にあてだ場合の政策評価に関する議論に

ついて触れる。最後に本稿をまとめ、今後の課題を述べ、結論とする。

2 。 政 策 評 価 に関 する 議論

2 －1 ．政策評価の歴史

ロッジ・リプセイ・フリーマン［2005］によれば、評価の歴史は1600 年代に始まり、体系的な

仕組みとして取り入れられるようになったのは1900 年以降のことであるとされている。最初 に評

価の対象となっだのは、国民の識字率向上、職業訓練、保健衛生等の政府のプログラムであっ た。1920

年代末まではこのような分野に対する政府の支出は相対的に大きくなかったため、プログラム

の成果について注目されることはあまりなかった。ところが、世界恐慌を契機に政府支出は急増し、

政府のプログラムの管理と効率性に関する意識が高まった（ロッジ・リプセイ・フリーマン［20O5] ，p.

 8］。

第二次世界大戦後、政府のプロ グラムの対象が教育や公衆衛生から都市計画や住宅等の社会開発

にまで拡大し、1950 年代末までには政策評価は一部の分野で一般的な現象となった。この背景に

は、政府のプログラムの規模が拡大したこと、それに関わる主体も政府から民間財団まで広がりを

見せるようになったこと等が関係しているようである。政府支出の規模と範囲が拡大するほど、そ

の成果に対する関心も高まったといえよう。

このように実務面での政策評価が活発になると、研究も進むようになった。ロッジ・リプセイ・

フリーマン［2005 ］は、評価研究が1960 年代末までに「ひとつの成長産業」となり、1970 年代に

入ると「社会科学におけるひとつの独立専門分野」になったと述べている（ロッジ・リプセイ・フ

リーマン（2005]，p. 9）。ところが、当時の研究者と実務家の関心は若干異なっていたようである。

研究者の関心が政府の意思決定や政策形成過程など、政府がどのように機能しているのかに向けら

れていたのに対し、政府内の実務家は、膨大な予算と人員を投入して実施するプログラムに対する

正当性を証明する方法を模索していた（ロッジ・リプセイ・フリーマン（2005]，p. 11）。

その後、政策評価に対する関心の高まりは、政府のプログラムに関与する主体や、プログラムに

よって、直接的にも間接的にも影響を受ける主体にまで広かっていった。ロッジ・リプセイ・フリー

マン［2005］が、政策評価は 「社会政策および行政活動において不可欠な一部としてみなければな

らない」（ロッジ・リプセイ・フリーマン（20051，p.10）と表現していることからも明らかなように、

政府の活動における国民に対する説明責任を果たすための政策評価が求められるようになったので

ある。
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2 －2 ．「政策評価」の概念整理

これまで、本稿では政策（policy）という用語を特に定義せずに使用してきた。しかし、政策の

定義を明示しなければ評価できない。したがって、まず政策とは何かを明らかにし、その上で政策

評価を論じる必要があるだろう。

山谷［1997］によれば、政策は「政府の将来構想や基本姿勢を表現した理念の『器』」（山谷（1997],p. 10

）であると述べている。そして、政策（policy）の下位概念に施策（program ）と事業（project）

が存在し、「下位概念である施策や事業の達成すべき目標を示し、方向づけを行う指針としての役

割を担う」（山谷［1997] ，p. 11］ものであるとしている。図1 は、政策・施策・事業の関係を表

した概念図である1)。政策（policy）は最上位目標である のと同時に政府が達成しようとする目的

を意味する。そのひとつ下の概念である施策（program ）は、政策目的を達成するためにすべきこ

とを具体化したものであると考えられる。さらにその下の概念である事業（project）は、施策で掲

げられた目的を達成するための具体的な事業あるいは行動を意味し、施策 （program ）の目的を達

成するための手段であると理解することができる。また、龍・佐々木［2000］は、政策は「ある社会

状況を改善するために ひとつのあるいはいくつかの目的に向けて組織化された諸資源および行動」

（龍・佐々木 （20001，p.8 ）と定義している。このように 政策は複数の施策と事業から構成され

ており、ひとつの政策がひとつの政府の活動を意味するものではないと判断することができる。

以上の議論から、日本で一般的に用いられている 「政策評価」は「プログラム評価」を意味する

ことがわかる（山谷（1997],  pp. 14-15）"。つまり、政策評価においてはより具体的にプログラム

図1. 政策・施策 一事業の概念図

目 的
↑ 一 一 一

手段

手段

（出所）山谷[1997 ］ 第1 章および第4 章を参考に筆者作成。

1 ） 政策・施策・事業のそれぞれの具体例は山谷［1997］（p. 12）を参照されたい。

2 ） 政策評価に関する先行研究でよく引用されるロッジ・リプセイ・フリーマン［2005］（原書［2004］） では、

［プログラム評価］という用語を使用している。
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の対象、目的、方法論を評価することになる。とりわけ、プログラムの対象が適切であったか否 か、

目的を達成したか否か、目的を達成するための方法論が適切であったか否か等が評価されるこ とに

なる。

2 －3 ．何のためにプログラム評価を行うのか

そもそも、何のために政府はプログラム評価を行う必要があるのだろうか。それは、意思決定、

資源配分、説明責任の改善のためである（OECD ［1998］、ロッジ・リプセイ・フリーマン［2005]) 。

ロッジ・リプセイ・フリーマン［2005］によれば、プログラム評価を行う理由として、次の4 つ

をあげている。第1 に プログラムのあり方を見直すためである。将来においてプログラムを継続

するか否か、拡大するか否か、また改善すべき点はないか等を判断するために評価を行うとしてい

る。第2 、にプログラムの汎用性を判断するためである。プログラムの有肝既が明らかになれ ば、

他の地区や地域にも適用することができるかもしれない。第3 に、プログラムの運営や管理面の効

果ないし効率性を高めるためである。先の2 つのポイントはプログラムの内容に関係していたのに

対し、第3 のポイントはプログラムの運用面に関係しており、評価を行うことによりプログラムの

効率性を高めるための材料を提供することが可能としている。そして第4 に、プログラムに必要な

資金面をサポートする主体に説明責任を果たすためである。政府のプログラムであれば、その資金

提供者は納税者ということになる。近年、税金が有効に使われているか否かは納税者の大きな関心

事である。納税者に対して真摯に対応しているか否かは、政府の重要な責務である。このように、

評価は政府のプログラムの運用や内容の改善に役立つ材料を提供するために行うものである。

プログラム評価の方法については、OECD ［1998］が行っている「評価」の定義が参考になるだ

ろう。それによると、評価とは 「公共政策や組織、またはプログラムの結果 （result）に着目し、

それがプログラムの確実性（reliability）や有効性（usefulness）を説得的に示しているかを分析する」

（OECD  （1998] ，p. 3）ことであるとしている。なお、プログラムの結果（result）の捉え方は2 通

りあることに留意する必要があるだろう。ひとつは文字通り資源の投入に対する生産物(output ）

であり、もうひとつはプログラムの対象者に対する間接的な影響も含めた成果（outcome ）である。

プログラム評価ではこの2 つを区別し、ロッジ・リプセイ・フリーマン［2005］はとりわけ後者に

対する評価が重要であると指摘している。

3 。 プロ グラ ム評 価 の手 法

政府が政策によって達成しようとする目標は実に多様なため、それを実現するためのプログラム

も多種多様である。よって、政策評価研究会［1999］が指摘するように 「万能な評価手法は存在

しない」（政策評価研究会（1999],  p. 91）のが現状であり、後述するように評価の手法はさまざ
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まである。したがって、それぞれの手法の特徴や利点と欠点を理解したうえで、プログラムの性質

や評価の対象、目的を鑑みて適切な手法を選ぶ必要があるといえるだろう。

3 －1  . ロッジ・リプセイ・フリーマン［2005］による分類

ロッジ・リプセイ・フリーマン［2005］は、評価の方法として5 つをあげている（表1 ）。ニー

ズアセスメントは、「社会問題の性質や大きさ、広がり、介入の必要性の程度、そしてその介入を

設計するための社会状況の意味合いをアセスメントする」（ロッジ・リプセイ・フリーマン （2005],p. 53

）ものである。プログラムの対象となる人に必要とされているかや、プログラムを提供する

策の是非を判断することになる。プログラム理論のアセスメントは、プログラムが果たすべき役割

について仮説を設定し、プログラムの目的を達成するまでのアプローチの合理性、実行可能性、倫

理上の問題の有無などを判断する。プロセスアセスメントはプログラム理論の実施における運営面

に着目し、理論の正確さの度合い（fidelity）や効果を評価するものである。インパクトアセスメン

トは、プログラム実施における成果（outcome ）がプログラムの意図する目的を達成したのか否か、

想定しない副作用等の負の影響がないかを評価する。効率性アセスメントは、プログラムに必要な

費用と便益を評価する。そのため、効率性アセスメントは費用便益分析（cost-benefit analysis）、あ

るいは費用効果分析（cost-effectiveness analysis）といわれることもある。

表1. ロッジ・リプセイ・フリーマン［2005］による評価の方法

評価の分類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 内容

ニーズアセスメント　　　　　　 必要とされるサービスとその提供の最善の策を判断する

(needs assessment)

プログラム理論のアセスメント　目的を達成するためにプログラムが果たすべき役割を概念化し、(assessment

of program theory)　 それがどの程度適切かを判断する

プロ セス のアセスメント

(assessment of  program process)

イ ン パクト アセスメント

(impact assessment)

効 率 性アセ スメント

(efficiency assessment)

プログラムの運営面における正確さや効果を評価する

プログラムが意図した目的の達成状況とその程度、副作用を評

価する

プログラムの費用に対して十分な利益を生み出しているかを評

価する

（出所）ロッジ・リプセイ・フリーマン[2005] ，pp. 51-60を参考に筆者作成。

3 －2 ．評価手法

（1） 定量的手法

評価の具体的な手法は、定量的手法と定性的手法に大別することができる。定量的手法は、統
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計的にプログラムの実施による成果を観察し、実施前後を比較して評価を行う手法である。定量的

手法には、無作為化フィールド実験法（randomized field experiment）と非無作為化準実験法（quasi-experiments

）がある（表2 ）。前者は、プログラムを実施する介入群 （intervention group）と実施し

ない（もしくは全く関係のない介入を受ける）対照群（control group）に分けてプログラムの成果

を観察し、比較する方法である。 ここで重要なことは、対象者をふたつのグループに無作為に割り

付けることである3)。それに対して後者は、介入群のプログラムの成果を非参加者から成る対照群

と比較するものである。この場合、対象者は無作為に介入群と対照群に割り付けられたとは限 らな

い。また、後者においては介入群に対するプログラムの成果（観察値）と介入群に対してプロ グラ

ムを実施しなかった場合の変化（推計値）を比較することでプログラム評価を行う場合もある。

ふたつの方法にはそれぞれ利点と欠点があり、また実用性の面でも特徴があるため両者の特徴 を

熟知したうえで実際の評価に使用する必要がある。無作為化フィールド実験法の利点は、プログラ

ムの成果に関する予測妥当性について強い説得力を持つことである。ただし、介入群と対照群の質

を均一にする必要がある。そのためには、介入群と対照群の構成を同一にする必要があり、またプ

ログラムを実施しなくても両群は同じ成果 （outcome ）を示すように構成することが求められる。

また、全ての観察期間においてプログラム以外の面で対象者を同じ環境におく必要もある（ロッ ジ・

リプセイ・フリーマン［2005] ，p. 224])。これは、プログラムの実施前から終了までの間の諸 条

件を等しくすることによってのみ、正確なプログラムの成果を観察することが可能となるからであ

る。また、プログラムの途中で変更が加えられると、変更前と変更後のプログラムの成果の判別が

できなくなるため、注意を要する。実際には実験の完全性を確保することが難しく、また時間と費

用がかかることを理解する必要があるだろう。最も厄介なのは、実験的な介入と実際の介入の効果

が異なる場合である。実験はあくまでも人為的にコントロールされた環境の中で行われるため、 実

際に介入が行われた場合には実験通りの成果が得られる保証はない。また、実験的手法そのものに

批判が発生する場合もある。以上のように 無作為化フィールド実験法は、評価の正確性や説得性

を追求するには望ましい手法であるが、実際に使用するには相当の準備と配慮が求められる4)。

3 ）無 作為化（randomization） とは、「対象者（あるいは対象単位）が、プログラムを受けるか、代わりの対照

状況を受けるか、を確率的に決定する方法である」（ロッジ・リプセイ・フリ- マ ン（2005],
   p. 225）。 一

般的には、乱数表を使って割り付けることが多い。

4 ） 能・佐 々木［2000］ で は、無作為化フィールド実験 法をランダム実験モデル（randomized experimentalmodel

）と 表現している。この手法は、一時期あまり使用されなくなったようである。その理由は、本文で

も述べた通り時間と費用がかかるうえ、評価結果を一般化することに疑問を呈する声が多く上がったこと

が関係している。実験的な手法は単なるふたつのグループの比較に過ぎず、それをプログラム成果の一般

的な評価とみなすことには問題があるのではないかという批判である。しかしながら、龍・佐々木［2000 ］
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そこでより簡便な評価の手法として、非無作為化準実験法を使用することが可能である。この手

法の利点は、無作為化フィールド実験法と異なり倫理面の批判が発生しにくい。また、十分なサン

プル数を確保することが難しい場合は非無作為化準実験法を用いて評価することが可能である。し

かしながら、無作為化フィールド実験法に比べて評価結果の説得性には欠けることは否めない。ま

た、介入群と対照群の選別にバイアスがかかることが想定され、プログラムの成果を正確に計測す

ることが難しい。そこで、統計的手法によりバイアスを排除する必要がある。

表2. プログラム評価の定量的手法に関する利点と欠点

無 作 為 化 フ ィ ー ル ド 実 験 法 （randomized filed experiment ）

㎜--■--一弔--- ■・■-- ■■--■■■■■■■■■■■■■■■■■■■a ■■- ■-■■-9・4 ・仙仙■・ ■----- ■■-w------ ■■-■■--■■■■■■■■■■--一遍遍遍遍-■--a 遍遍a-aa 遍a鳳凰aaa・・・a ・・ φ・-・・・・ φ習-■-■■- ■■■■--■■■遍■■

無 作 為 割 付 に よ る
プ ロ グ ラ ム を 実 施 す る 介 入 群 （intervention group ） と 実 施 し な

い （ も し く は

全 く 異 な る 介 入 を 受 け る ） 対 照 群 （control group ） に 無 作 為 に 分 け て プ ロ グ ラ ム の 効 果 を 観 察 し

、

比 較 す る

利 点 ： プ ロ グ ラ ム の 成 果 に 関 す る 予 測 妥 当 性 に つ い て 説 得 力 が あ る

欠 点 ： 対 照 群 と 介 入 群 の 等 質 性 を 確 保 し な け れ ば 正 確 な 評 価 結 果 が 得 ら れ な い

プ ロ グ ラ ム の 途 中 で 変 更 が 加 え ら れ る と

、

結 果 に 意 味 を も た な く な る

倫 理 面 で の 批 判 が 発 生 し や す い

実 験 的 な 介 入 と 実 際 の 介 入 の 成 果 が 異 な る 場 合 が あ る

時 間 と 費 用 が か か る

実 験 の 完 全 性 を 確 保 す る の が 難 し い

㎜-■■■■■■-■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■--- ■■■一争・w ・・--- φ¶----- ■■■--■■■■■■■■■■■■■遍■遍■■遍■■- ■一遍遍-aa-a ・・-- やa4今を-4習習習ww■-一習習習一習習- 一習習-■■-■麗麗■遍■■-■■

非 無 作 為 化 準 実 験 法 （quasi-e
χperiments

）

㎜■■■■■■a■■■-■■■■■一遍遍-■■-■■■■■■■■■■㎜a 遍■■遍■遍- 鳳凰aaaa ・- ●-●--・■- ■■■■--■■■■■■■■遍遍遍■■■--■--aaaa

無 作 為 割 付 に よ ら な い プ ロ グ ラ ム 参 加 者 か ら 成 る 介 入 群 （intervention group ） の プ ロ グ ラ ム の

成 果 を 非 参 加 者 か ら 成 る 対 照 群 （control group ） と 比 較 す る

利 点 ： 時 間 と 費 用 を 抑 え る こ と が で き る

倫 理 面 で の 批 判 が 発 生 し に く い

欠 点 ： プ ロ グ ラ ム の 成 果 に バ イ ア ス が 生 じ や す い

（ 出 所 ） ロ ッ ジ ・ リ プ セ イ
・ フ

リ
ー マ

ン ［2005 ］ 第8 章 お よ び 第9 章 を 参 考 に 筆 者 作 成

。

(2) バイアスをどのように排除するか

非無作為化準実験法（quasi-experiments）の場合、介入群と対照群は無作為に割りイ寸けていない

ため、プログラム評価の結果にはさまざまなバイアスが発生することが想定される。つまり、評価

結果の信頼性と妥当性を高めるには、バイアスをいかに最小限にとどめるかが重要となる。まず考

慮すべきは、プログラムの成果に関する推計にバイアスがかかることである。プログラムを実施し

によれば、近年ではコンピュータの処理能力が格段に改善したことにより、実験的な手法が採用されやす

くなったと述べている（龍・佐々木（2000] ，p. 57）。 実験的手法はサンプル調査であるから、情報技術の

発達により膨大なデータの収集と処理が可能になったとはいえ、介入群と対照群のサンプルがプログラム

実施対象者と非対象者を代表することができるか否かを常に考える必要があるだろう。その意味で、実験

的手法の限界を常に意識しておかなければならない。
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た介入群 の変 化は 観察でき るが、 同じ グループ の介 入し な かった場 合の状態 を観察するこ とがで き

ない。し たが って、 非無 作為化 準実 験法 （quasi-experiments ） を 用い る場合 は、 介入群 に対して プ

ログラム を実施し なかった 場合の変化 を推計する必 要がある。 こ の推計にバイ アスが発生し、 プ ロ

グラム の成果 を過大 ないし 過少評 価する 可能性が ある。 これ は選択 バイア ス （selection bias） と よ

ばれる。 例えば、対 象者がプ ログラム の実施という 介入を 自発的 に受 け入れる場 合、 それが対 象 者

の態度を変化 させ、プ ログラム の成果 （outcome ） に バイ アス がかかってし まうこ とがあ る。 友 だ、

選択バイ アスは評 価者が対 象者を選択 する際にも発 生する。 評価者 がプログ ラム の成果がよ り良 好

なグルー プを介入 群として 選択し てし まう場合であ る。 いず れの場 合も、 無作為 割り付け によ っ て

形成され るグルー プを観察す るのではなく、 選択さ れたグル ープを 観察するこ とが原因でバイ ア ス

が発生す るのであ る5）。

このような バイ アスを排除 する方法 とし て、 第1 に 評価者が 事後的 に対象群を 作成するマ ッテ ン

グという手 法があ る。 評価者 は介入群 の特 徴を熟知し たうえで、 それ と同質 の対 照群をつくり、 プ

ログラム の成果を 比較するこ とができる。 第2 に 介 入群 と対 象群 の差異を統 計的 手法によって コ

ント ロールす る方 法がある。 比較的よく使 用される のは、 ロ ジスティ ック回帰分 析や 操作変 数法 な

どである。 介入群 と非介入群 を区別する変 数を回帰式 に挿入 するこ とで、 これ らの差異を抽 出す る

手法であ る。 第3 に、回 帰・分断モデ ル（regression-discontinuity model ）と いう方 法がある。 これ は、

成果の基 準値 以上 と以 下の グル ープに分け、 一方にはプ ロ グラムを実施し てもう一方 には実施 せ ず

に各グル ープ の変化 を観察す る方 法である。第4 に 異時点間 のプロ グラムの参加 者自身を 比較 す

る再帰的コ ントロ ール （reflexive controls） と いう方 法であ る。 例え ば、before-after 比 較 があげ ら れ

る。 これは、 対象者 のプログ ラム 参加前と参 加後の状態 を比較 する手法 である。 もうひとつ の例 と

し て時系 列分析が ある。　これはbefore-after 比 較 の一 種であ るが、before-after 分 析 は成果 の観察が プ

ログラム の実 施前 と後 に限定され るのに対し、 時系列分 析はプ ログ ラム の実施中 に何度か観察す る

ことで成 立す る手法で ある。 世界銀行は、 これ らの手法 は介入 群、 対照 群の設定 をする必要がな い

全国民を対 象 とするプロ グ ラムの成果 を評価する 際には 有 用で あ ると言及 してい る6）。し かし、 プ

ロ グラム の実 施中 にプ ログラム以 外の要因 の影 響を排除 するこ とができな いという 欠点がある。 青

柳 ［2007 ］ は 「プ ロジェ クト の前後を 通じて、 プロジェ クト以 外の要因 によ る変化は 一切無い とい

う仮定 （条件 ）が 必 要」（青柳 （20071 ，p.95 ） と 述べて い る。 確か に そ のよ うな仮 定 を設定 し

5 ）Storey［2006 ］ は、 選択バイアスが生じる例として自己選択（self-selection)によるものと、コミッティー

選択（committee selection） によるものがあると解説している（Storey （2006],   pp. 265-266])。

6）The World Bank ウェブサイト

(http://web. '/EXTISPMA/0,,contentMDK:20188242~

menuPK:412148~pagePK:148956~piPK:216618~theSitePK:384329~isCURL:Y,00.html、2012 年3 月21日ア クセス)。
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ない限りbefore-after比較は難しいだろう。しかし、仮定そのものが現実的ではないという問題もあ

る。

(3) 定性的手法

本来、定量的手法は数量処理をすることでプログラムの実施による変化を客観的に評価しよう と

するものである。しかし、既に述べたように、分析前の環境整備などにおいてバイアスが発生する

余地を残していることが明らかになった。また、数量化できない事象については定量的手法で分析

することはできない。そこで、用いられるのが定性的手法である。この手法は、プログラムによる

評価対象の変化についてありのままを描写しようとする。具体的には、インタビュー調査やフィー

ルド調査による観察などがあげられる。評価者による観察は、観察の方法や対象を操作せずにあり

のままを観察する場合もある7) 参与観察法は社会学等の分野で比較的よく用いられる手法であり、

評価者が対象者の集団あるいは地域に入り込んで観察する方法である。

定性的手法は、評価対象の変化について数量化できない部分を把握するうえでは有効であるが。

評価者の主観に影響を受けやすいという欠点がある。したがって、定性的手法による調査結果には、

常に客観性についての問題が発生することは否めない。

（4）評価のトレードオフ

以上のように、評価手法について定量的手法と定性的手法についてそれぞれの特徴をまとめてき

た。実際に評価手法を選択する際には、因果関係の頑強性や評価の煩雑さと費用の面においてト

レードオフが発生することを理解しておく必要がある（図2 ）。プログラムとその成果の因果関係

を最も頑強に示すことができる手法は、無作為割付による実験的手法である。統計的制御による準

実験的手法は、バイアスを排除する手順を踏む必要があることから煩雑さと費用は無作為割付によ

る実験的手法よりも高くなる。帰納的制御による非実験的手法は本稿で示すところの定性的手法で

あるが、これは煩雑さと費用の面で準実験的手法よりも低いものの因果関係の頑強性が劣る。

このように、プログラム評価においては、これらの点も考慮しつつ、定量的手法と定性的手法の

両方を状況に組み合わせて進めていくことが望ましいのではないかと考えられる。

7 ） 山 谷［1997 ］ は、評価 の手法が適切か否か、 プロセスや評価結果の妥当性を評価するメタ評価（meta-evaluation

）も定性分析価に分類している。参考までに、わが国の各省庁が行うプログラム評価のメタ評価は

総務省が行っている。メタ評価に関する概念は源［2009 ］で 整理されているので参照されたい。
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（出所）Storey  [2006],   p. 269よ り引用。ただし邦語訳は筆者による。

1
1
1

4. 中小 企業 政 策 の評 価

本節では、政策の焦点が中小企業に絞られ、その育成を政策目標としている場合の評価をどのよ

うに考えたらよいか整理してみたい。石井［2010］は、日本の中小企業・ベンチャー企業の公的支

援策に焦点をあてて政策評価を論じている。石井［2010］によれば、日本の中小企業・ベンチャー

企業の政策評価は、その方法論が確立されておらず、各行政の自己評価が行われているという。こ

れは次の2 つの問題を引き起こす可能性を示唆している。第1 に、各行政機関の目先の目標を達成

したか否かに重点が置かれ、中小企業政策全体の評価を困難にさせる可能性である。第2 に 政治

の介入ないし影響が及ぶ可能性である。このような問題を発生させないためには、中立的かつ客観

的視点を確保することが求められる。そこで、石井［2010］は外部有識者や研究者が政策評価に関

与できるような環境を整備することが重要であると提案している。また、欧米で進んでいる評価手

法に学び、精度の高い政策評価の実施が急務となるとも述べている（石井（2010],
  pp. 17-18）。

Storey［1998］は、中小企業支援策の評価として6 つのステップを提示している。ステップ1 で

は、特定の政策の対象となる企業の数、分野、規模、地域的な分散などの特性を把握する。ステッ
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プ2 では受益者の意見を聴取する。供与された支援策は有益だったか、支援申請および支援実施ま

でに問題はなかったか、など政策の対象となった受益者の意見を収集する。ステップ3 では、支援

を受けた後に企業のパフォーマンスに違いが生じたか否かを調べる。ここでは、売上や利益などの

数量的な部分も調査することが求められる。ステップ4 では、支援を受けている企業と受けていな

い企業を比較する。ステップ3 で収集したデータを比較することも必要であるが、生存率（survivalrate

）などを比較することも有効であろう。ステップ5 では、支援を受けた企業間の比較である。

ここでは、支援を受けているグループの中から操業年数、部門、所有者、立地などいくつかの要素

で共通する企業を取り上げて比較する。ステップ6 では、選択バイアスに配慮し、統計的手法を用

いて評価を行う。これらのステップでは、監視（ステップ1 ～3 ）と評価（ステップ4 ～6 ）が分

けられており、評価の実務に参考になる手順を示している8)。

中小企業政策の評価にあたっては、政策形成に関与する者が個々のプロジェクトの評価を行うこ

とは重要であるが、それ以上にそのようなプロジェクトを実施して達成される最上位の政策目的を

常に考慮する必要がある。一般的に、中小企業政策を講じる目的として、中小企業育成あるいは起

業家育成が掲げられることが多い。したがって、各省庁の個別のプロジェクトが最上位の政策目的

を達成しなければ、政策そのものの意味を問われることになる。とりわけ、中小企業政策はその内

容が多様であることから、関係者による相互評価（peer review）の仕組みを導入することが有効で

あるとの提案もある（OECD （20071 ，p.68 ）。相互評価を導入することにより、異なる省庁に所属

する担当者の間でさまざまな情報を共有することが可能となり、中小企業政策の全体の目標を再認

識することにつながる。とりわけ、成功事例を共有することは政策形成に有効に作用すると考えら

れる。

5 。 む すび に かえ て

以上、先行研究で展開されている政策評価に関する議論をまとめてきた。政策評価の歴史は古い

が、実務での必要性が高まったことから1950 年代から政策評価が一般的な現象となったことが明ら

かになった。

政策評価を行う場合、「何を（対象）」「何のために（目的）」「どのように（方法）」評価するの

かを厳密に規定することが重要である。この点に関する議論はおおむね収束に向かっており、政策

（policy）が最上位概念として存在し、下位概念として施策（program ）と事業（project）があると

8）6 つのアプローチには、それぞれ問題点もある。例えば、ステップ2 において支援策が有益であったか否

かを中小企業に意見聴取しても、十分な意見が出てこない場合も考えられる。また、ステップ5 では、支

援を受けた企業の中からその属性が一致する企業を探すことが難しいかもしれない。このような問題があ

ることはStoreyも認識しており、Storey［1998］の中で論じられている。
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されている。　日本で一般的に用いられている「政策評価」とは、「プログラム評価」であるこ とが

確認できた。すなわち、評価の対象はプログラムであり、最上位の政策ではないということが明ら

かになった。

プログラム評価の方法については、定量的手法と定性的手法があり、評価の対象、目的、内容な

どにより多様な手法があることも明らかになった。定量的手法ではそれぞれの手法に弱点があ るこ

とを認識すること、バイアスをいかに排除するかを考慮することが必要である。また、評価 のト

レードオフが存在するため、定量的手法と定性的手法を併用しながら総合的に評価することが求め

られる。また、本稿では政策評価においては画一的な評価手法は存在しないことを指摘した。

以上の点は、中小企業に焦点を当てた政策を評価する場合においても、同様である。本稿ではモ

ニタリングと評価を明確に分け、モニタリングでは情報およびデータの収集を行い、それを元にい

くつかの視点から比較分析する手法を紹介した。しかしながら、中小企業政策の形成および実施が

複数の省庁によって行われている場合、深刻な問題を引き起こすこともある。その問題を解決する

には、省庁横断的な相互評価（peer review）の仕組みが有効であるという提案があることを述べた。

このように、政策評価には多くの困難が伴うが、政府の説明責任を果たすためには欠かせない作

業である。諸外国の知見を集約して効果的な政策評価を行うことが求められよう。なお、本稿では

プロジェクト評価に関する実証研究については触れていない。筆者の関心は中小企業性政策の効果

であるが、当該分野の実証研究に関する文献調査を行い、どのプロジェクトにおいてどの評価手法

が多く用いられているのかを把握する必要があるだろう。この点については、今後の研究課題とし

たい。
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